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第３回原子力損害賠償制度専門部会議事録 

 

１．日 時  ２０１５年８月２５日（火）１０：００～１２：０７ 

 

２．場 所  大手町サンケイプラザ３階 ３０１～３０４会議室 

 

３．出席者  原子力損害賠償制度専門部会構成員 

        濱田部会長、鎌田部会長代理、伊藤委員、遠藤委員、大塚委員、大橋委員、 

        加藤委員、木原委員、崎田委員、清水委員、住田委員、高橋委員、辰巳委員、 

        又吉委員、森田委員、山口委員、山本委員、四元委員 

       オブザーバー 

        市川氏、小野田氏、二瓶氏、馬場氏、渡辺氏 

       原町商工会議所 

        高橋会頭、山本事務局長 

       ＪＡ福島中央会 

        渡邉部長 

       内閣府原子力委員会 

        岡委員長 

       内閣府 

        森本統括官、板倉審議官、中西審議官、室谷参事官、川合参事官、 

        大島参事官 

       文部科学省 

        岡村原子力課長 

       経済産業省資源エネルギー庁 

        浦上原子力政策課長、小川電力市場整備室長 

 

４．議  題 

 １ 東京電力株式会社福島原子力発電所事故による損害への対応について 

 ２ 原子力損害賠償紛争解決センター及び原子力損害賠償・廃炉等支援機構法について 

 ３ その他 
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５．配付資料 

 ３－１ 東京電力株式会社福島原子力発電所事故による損害に対する原町商工会議所の対応 

     について（原町商工会議所提出資料） 

 ３－２ 東京電力株式会社福島原子力発電所事故損害賠償対策にかかるＪＡグループの取り 

     組みについて（全国農業協同組合中央会提出資料） 

 ３－３ ＪＡグループ東京電力原発事故農畜産物損害賠償対策福島県協議会の取り組みにつ 

     いて（ＪＡ福島中央会提出資料） 

 ３－４ 原子力損害賠償紛争解決センターの設置について 

 ３－５ 原子力損害賠償紛争解決センターの活動状況（原子力損害賠償紛争解決センター提 

     出資料） 

 ３－６ 原子力損害賠償・廃炉等支援機構法の制定経緯と運用状況について 

 

 （机上配付資料） 

  ・原町商工会議所が現場の声をもとに取りまとめ提出した要望書 

  ・平成２６年度原町商工会議所会員実態調査結果報告書 

  ・「水田及び普通畑における放射性セシウムの吸収抑制対策に係る賠償の基本的な考え方 

   の整理について」関連資料 

 

６．審議事項 

（濱田部会長）おはようございます。まだお見えでない委員の方もいらっしゃいますが、時間

になりましたので、これから第３回原子力損害賠償制度専門部会を開催させていただきま

す。 

  まず初めに、事務局のほうから資料の確認をお願いいたします。 

（大島参事官）お手元の資料を御確認ください。 

  １枚目に、第３回原子力損害賠償制度専門部会議事次第がございます。その中に、２．で

配付資料３－１～３－６まで、また委員の方々には、机上配付資料といたしまして３点ほ

どございます。会議の途中でありましても、乱丁・落丁等ございましたら事務局までお申

し付けください。 

  また、前回の議事録についても机上資料として配付をさせていただいております。各委員

に既に御確認をいただき、原子力委員会のホームページで公開しているものでございます。 
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  なお、定足数でございますけれども、本日は専門委員１９名のうち、お二人ほどまだお見

えになっておりませんけれども、１８名の出席予定となっております。原子力委員会専門

部会等運営規程第４条に定める定足数を満たしていることを確認させていただきます。 

  以上でございます。 

（濱田部会長）ありがとうございました。資料等はよろしいですかね。 

  それでは、一つ目の議題に入りたいと思います。 

  「東京電力株式会社福島原子力発電所事故による損害への対応について」ということでご

ざいますけれども、前回会合で、福島県のほうから御説明をいただきました。今回も引き

続きオブザーバーとして出席をいただいております日本商工会議所と全国農業協同組合中

央会から御説明をいただくということにいたしたいと思います。 

  なお、全国漁業協同組合連合会のほうでございますが、本日御都合がつかないということ

でございますので、次回にお願いをさせていただくということにしたいと思います。 

  そして、今申し上げましたように、本日は実際に福島県の現地で原子力事故の損害対応を

されている、原町商工会議所の高橋会頭及び山本事務局長、そしてＪＡ福島中央会の渡邉

部長にそれぞれお越しいただきました。 

  それでは、日本商工会議所と全国農業協同組合中央会の両団体から続けて御説明をいただ

き、そして、両者から御説明をいただいた後、まとめて質疑をお願いできればと思ってお

ります。 

  それでは、日商及び原町商工会議所のほうから御説明をよろしくお願いいたします。 

（市川副部長）日本商工会議所の市川でございます。オブザーバーとして発言の機会をいただ

きましてありがとうございます。 

  本日は、全国に５１４ある商工会議所のうち、唯一、エリアの中に２０km圏内の「避難指

示区域」を抱える、福島県南相馬市の原町商工会議所から、高橋会頭と山本事務局長にお

越しいただきました。 

  原発事故の被害に遭った最前線で、事故発生当初から、地元の企業、経営者、従業員とそ

の家族に寄り添って支え、一方で政府や県・市、東京電力との交渉窓口となって“地域の

声”を伝え続けてきました。この４年間の原町商工会議所の対応について、高橋会頭から

御説明申し上げます。 

（高橋会頭）それでは、資料がありますので、座ったまま説明させていただきます。 

  福島県浜通りの南相馬市にあります原町商工会議所会頭の高橋でございます。本日はこの
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ような説明の機会をいただきまして、誠にありがとうございます。感謝を申し上げます。 

  原町商工会議所は、全国５１４商工会議所の中で唯一、原発事故によって避難指示区域と

なった地域を管内に含んでおります。設立は６６年前の昭和２４年で、現在の会員企業数

は約１，３００事業所でございます。管内の全事業所の４分の３が加盟しております。 

  当会議所は、企業数の９９．７％を占める中小・小規模企業に向けた経営支援を中心に、

地域経済の発展のため事業活動を展開しておりますが、東日本大震災とそれに伴う原発事

故の発生により、当会議所の事業活動は大きく転換をすることとなりました。 

  原発事故の影響は、被害の内容・程度ともに未曾有のものであり、これまでに経験したこ

とがない状況下において、当会議所は地域に根差し、地域を支える総合経済団体として、

甚大な被害を受けた中小・小規模企業からの相談等にきめ細かく対応してまいりました。

その過程で、会員企業を対象に毎年実施してまいりましたアンケート調査を通じて、復

旧・復興の状況を把握するとともに、その結果を踏まえて、政府や県・市、東京電力など

関係各機関に、“被災した地域や企業の生の声”を届けてまいりました。 

  本日は、事故発生からおよそ４年５カ月が経過し、当会議所が対応してまいりました活動

を中心に、①「原子力損害賠償制度」に対する商工会議所の基本的な考え方、②原発事故

直後の現場の混乱した状況、③４年間継続して実施してまいりました会員アンケートの結

果概要、④原子力損害賠償制度等に基づいた実際の救済状況、そして⑤今後の事故発生時

に備えるための検討課題の５項目につきまして御説明をしたいと存じます。 

  委員の皆様におかれましては、机上配付を含め３種類の資料をお配りしておりますが、こ

のうち資料３－１の「原町商工会議所の対応について」と題した１６ページものの資料に

基づいて御説明をさせていただきたいと存じます。 

  １ページを御覧いただきたいと思います。「原子力損害賠償制度」に対する商工会議所の

基本的な考え方について、整理させていたただきました。 

  まず、何よりも、被災した企業の側に「予見可能性」を持たせる制度にしていただきたい

ということでございます。企業が将来の事業再開に向けた明確な見通しを立てられるよう、

手続やスケジュール感、賠償金額等について予見できるような制度にしておくことが極め

て重要であると考えております。 

  その上で、公正かつ着実に損害賠償を継続する仕組みを構築していただきたいと存じます。

本来、賠償の目的は、事故で被った被害を元の状態に戻すことであり、被災した企業が被

災前と同等の事業活動を行える見通しが立つまでの間、きめ細かな対応を通じて、個々の
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被害実態に見合った十分な「賠償期間」と「金額」の確保を行うべきと考えております。 

  この「基本的考え方」として挙げた２点は、事故発生からおよそ４年間、原町を含め、原

発事故の被害を受けた“地域や企業の生の声”を踏まえ作成した日本商工会議所としての

見解であり、私ども復旧・復興の現場に立つ者としての柱となる考え方でございます。 

  １ページ中段からの「事故後の現地の状況」は、当会議所が日々、地域や企業から受けて

いる相談やヒアリングを通じて、この４年間に寄せられた“生の声”を整理したものでご

ざいます。全ての内容を御紹介したいところでございますが、時間の都合上、ポイントを

絞って御説明させていただきたいと思います。 

  なお、ここに掲げた内容につきましては、地域や企業から直接伺った窮状をそのまま記載

したものであり、中には既に措置済みのものがあるかもしれません。それは現場に正確な

情報が届いておらず、制度に対する十分な理解と周知が為されていないためであると受け

止めていただければ幸いでございます。 

  まず、１点目のキーワード「正確な情報の不足」と、それに伴う「予見可能性の喪失」で

ございます。 

  これにつきましては、二つの側面があろうかと思います。 

  一つ目は、情報不足による混乱でございます。（１）①に記載しましたが、避難指示の具

体的内容や放射能汚染の状況、事業再開に向けた支援策等に関係する情報などが不足をい

たしており、企業が実際に事業継続・再開に向けて動き出して良いものかどうか、予見可

能性が確保されず、判断することができない状態でございました。 

  二つ目の側面は、被災地以外の地域で、正確で客観的な情報が不足していたことにより生

じた、いわゆる「風評被害」による影響でございます。皆様にも御案内のとおり、放射能

汚染への懸念による商品受取拒否が、やがて取引停止へと発展し、現在も風評被害による

取引先の減少や売上減少が続いております。 

  ２点目のキーワードは「資金繰り」でございます。 

  損害賠償にかかる「仮払い」の目途が立たないことで、資金繰りの見通しがつかず、現在

でも安全性や事故収束の見通しが不明確なことから、金融機関から融資を受けることが難

しい状況にあるなど、資金繰りに関する悲痛な声が多く寄せられております。 

  また、原発事故被害に対しては、「被災証明書」や「罹災証明書」を発行してもらえなか

ったなど、必要な証明書類を入手することができないため、事業再開に向けた行政の補助

金申請ができなくなったとの声も聞かれておりました。 
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  ３点目のキーワードは「原子力損害賠償制度の不備などによる混乱」でございます。 

  ポイントの一つ目は、「行政側の体制整備の不足」でございます。事故発生直後、行政は

市民生活を守ることに精一杯でございまして、企業の被害状況の確認や事業継続に関する

支援策の情報発信、相談対応などの体制を、迅速に構築できなかったことなどが挙げられ

ております。 

  二つ目と三つ目は、いずれも賠償金の請求に関するものでございます。「仮払い・本請求

のスケジュールが不透明」なため企業が事業計画などを立てられなかったこと、そしてし

っかりとした「賠償金の請求ルール」が確立されていなかったため、企業によって、ある

いは申請する時期によって不公平感が生じたことに対する強い不満が多く寄せられており

ました。特に、賠償金請求の書式の手続、システムなどが実情に沿わない形で何度も変更

されたことに対する不満が、現場では一番大きいものになっておりました。 

  こうした現場での混乱は、実際に生じた原発事故被害の「質」や「程度」が、震災前に構

築されていた原子力損害賠償制度における“備え”を大きく上回るものであったことを示

唆しております。 

  実際どの程度甚大だったのかを定量的に御理解いただくため、当会議所が震災直後の平成

２３年から毎年実施をしております「会員企業へのアンケート結果」を、３ページから御

紹介させていただきます。 

  ①は、業種別売上げの回復状況についてでございます。震災前の売上指数を１００とした

場合、建設業を除き、依然として震災前の水準に回復しておらず、特に卸売業と小売業は

低迷したままの状況が続いております。 

  ②各企業における施設や設備の稼働状況、つまり事業活動を活発に行っているかについて

です。震災前に比べ事業活動を縮小している企業の割合は概ね減ってきているものの、建

設業と小売業は依然として事業活動の縮小が続いております。操業・営業時間も徐々に延

びてきてはいるものの、小売業だけは営業時間の短縮が続いており、全般的に小売業の悪

化が目立っております。 

  こうした低迷は、③の今後の事業再開の見通しにも暗い影を落としております。直近の平

成２６年でも、「再開する目途が立っている」、「目途は立っていないが再開する予定」

との意欲を持った企業は４割弱に留まったままであります。また人口も減少しており、顧

客の減少や労働力不足が、更なる経済や消費の低迷を招くといった悪循環に陥っておりま

す。 
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  ⑤では、東京電力の損害賠償に対する課題を挙げてもらいました。直近の平成２６年には、

「将来の賠償計画が不透明」、「賠償が不公平」、「賠償の基準を再検討すべき」との回

答が半数以上を占めております。まさに、現場の状況を鑑みても、現行制度は見直す必要

があることの証左と言えるのではないでしょうか。 

  ここまでは、被災地域や企業からの“生の声”を紹介させていただきました。原子力損害

賠償制度がもっと「予見可能性」を持った仕組みになっていれば、企業側も事業の継続・

再開に向けた見通しを立てて計画的に行動を起こすことができたのではないか、福島の復

興に向けた歩みがもっと早くなっていたのではないかという思いを抱いております。 

  制度の見直しに当たっては、実際の現場の視点で検討いただきたいと考えております。５

ページの４番目のテーマでございますが、「原賠制度等に基づいて実際に救済された項

目」、「救済されたが時間のかかった項目」、「最終的に救済されなかった項目」に分け

て、実際の救済状況について御説明させていただきます。 

  一つ目の「原賠制度等に基づいて救済された項目」についてでございますが、従業員の給

料や買掛金・未払金、借入金の返済、設備の復旧・復興や事業再開に必要な資金などが救

済をされました。 

  二つ目の「救済されたが時間のかかった項目」についてでございますが、逸失利益を算出

するための固定費や変動費の解釈、賠償金算出の際の補助金の取扱い、被災地域へのＡＤ

Ｒセンターの設置（ただし、これは窓口の開設時間が限られており、いまだに不便との声

がございます）、賠償金に関わる複雑な請求書式の簡素化などが、時間はかかりましたが

救済されました。 

  一方、数々の要望を提出してきたにもかかわらず、最終的に「救済されなかった項目」に

ついて御紹介をいたします。 

  最大の問題点は、「①十分な補償と損害賠償の継続」が担保されていないことであります。

冒頭の「基本的考え方」でも述べさせていただきましたが、損害賠償の柱は「被害を受け

る前の状態に戻す」ことでございます。 

  加えて、「⑨法人や個人事業主に対する精神的損害」についても賠償の対象にしていただ

くことなど、真に必要な制度の見直しについては、ここに挙げた２０項目を含め、今後救

済されるよう検討いただくことを希望いたしております。 

  最後に、本専門部会で検討いただきたいと考える「今後の事故発生時に備えるための課題」

について御説明をさせていただきたいと存じます。 
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  １点目は、今後事故が発生した場合の役割分担についてでございます。 

  今回の福島の原発事故では、ルールも役割分担も明確になっていなかったため、初期対応

が遅れ混乱に拍車がかかりました。今後は、損害賠償を円滑に進めるため、国や県、市町

村といった行政組織がどのような役割を担うのか、あらかじめ明確にしておくべきと考え

ております。 

  ２点目は、賠償の基準についてでございます。 

  現在の仕組みでは、原子力損害賠償紛争審査会が指針を策定し、それに基づいて原子力事

業者が賠償の詳細を決める仕組みになっているのかと思っておりますが、賠償の詳細につ

いても、国が責任を持って決める仕組みに変えていただきたいと存じます。 

  ３点目は、仮払いについてでございます。 

  先ほどから繰り返し御説明をしておりますが、企業にとっては事業継続・再開を検討する

に当たり、賠償金が「いつ」「どういうタイミング」で「どの程度」支払われるのか予見

可能性を持つことが大前提でございます。特に事故発生直後の初期の段階では、資金調達

の手段も限られ、仮払金だけが「頼みの綱」でございました。仮払いをはじめとする初期

対応が円滑に行われることが、企業にとっては、その後の事業継続・再開のターニングポ

イントになるということを、是非、御理解を賜りたいと存じます。 

  ４点目は、風評被害についてでございます。 

  今回の原発事故により生じた「風評被害」は、その払拭までに相当な時間を要しているこ

と、被害が非常に広範囲に及んでいることなど、甚大な影響が及んでいることは御承知の

とおりでございます。このような風評被害については、一定程度の範囲で損害を幅広く捉

え、被った損害の実情に応じて、適切かつ迅速に損害賠償が円滑に行われるよう、今後の

見直しに当たっては、国が責任を持って対処する方針を明確に示していただきたいと存じ

ます。 

  ５点目は、自主的な避難による損害、つまり政府の指示に基づかない避難についても、何

らかの損害を被った場合を想定して、損害賠償に関する対応方針をあらかじめ定めておく

必要があるのではないかということでございます。 

  ６点目は、原子力損害賠償の施策を政府が検討するに当たっては、関係者自ら現場を訪問

して実情を把握していただき、現場の生の声を収集して施策に反映できる仕組みを構築し

ていただきたいと強く願っております。損害賠償の対象は事故現場で被害を受けた者であ

り、被災者の見舞われている状況を見ずに、あるいは一部の人の話だけを聞いて施策を講
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じた場合、結局は生活や事業再建に結びつかず、効果の薄いものになりかねません。 

  是非とも「現場主義」と「双方向主義」を徹底して実践をしていただきたいと考えており

ます。 

  ７点目は、賠償の支払いが終了した後の影響についてでございます。 

  繰り返しになりますが、企業が置かれている状況を個別に把握し、事業活動を再開するま

での間の十分な補償と賠償の継続が必要であります。 

  最後に８点目でございます。ここに記載されている４項目については、「営業損害」とし

て整理し、適切に損害賠償が行われるべきものと考えております。 

  参考ですが、資料７ページにつきましては、直接、原賠制度の見直しにはつながらない内

容かもしれませんが、当会議所に実際に寄せられた地域や企業からの悲痛な声を、ほんの

一部ですが列挙させていただいております。是非とも御高覧いただき、現場の実情に即し

た「原子力損害賠償制度」にしていただくことが極めて重要であると、改めて御理解を賜

りますようお願いを申し上げます。 

  以上で、原町商工会議所の対応につきまして資料説明を終わらせていただきますが、委員

の皆様におかれましては、机上に配付させていただきましたその他２点の資料、①原町商

工会議所が震災以降に、現場の声をもとに取りまとめ提出した４２本にも及び要望書と、

②平成２６年度に会員企業に対して行ったアンケート調査結果「会員実態調査報告書」を、

参考資料としてお付けいたしました。実際の“現場の生の声”でございますので、後ほど

御参照いただければと存じます。 

  最後に、現況と今後の見通しについて若干触れさせていただきます。何と言っても「汚染

水問題」が未だ続いている点でございます。中間貯蔵施設に対する搬入も、段階的に始ま

ってはおりますが、まだまだ土地確保等々の問題が山積しておりますし、今後、中間貯蔵

施設から転換する時期等々が不明瞭であります。 

  また、これから４０年以上かかるであろう廃炉に向けた工程の問題もございます。今後４

０年の中で、私どもの地域が、特に相双地域における今後の見通しが全く立たない状況下

において、賠償制度の在り方というものを、もっと柔軟に捉えて考えていただけるような

仕組みにしていただきたいと思います。 

  いずれにしましても、大変問題が山積をしている中で、地元の人はこれからもこの地域に、

代々続いている地域を守っていくという考え方を根底に皆さんお持ちになられているので、

是非とも御理解を賜りますようお願いを申し上げまして、私からの報告とさせていただき
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ます。 

  御清聴ありがとうございました。 

（濱田部会長）どうもありがとうございました。 

  それでは、引き続いてで恐縮ですが、ＪＡ全中、それからＪＡ福島中央会のほうから御説

明をお願いいたします。 

（馬場参事）ＪＡ全中、参事の馬場でございます。こうした機会をいただきまして、ありがと

うございます。 

  ３－２の資料に基づきまして、私から東電の原発事故の損害賠償対策のＪＡグループ全体

の取組についてまず御説明させていただきまして、その後、ＪＡ福島中央会、渡邉部長の

ほうから福島協議会の取組について御報告をさせていただきたいと思います。 

  まず、３－２の資料の１ページでございますが、全体像をここに記載してございます。 

  図１のところで、２３年３．１１以降、政府、東電の動き等に対するＪＡグループの取組

を一覧で載せてございますが、いずれにしても、この事故によって農業分野においては、

それこそ食品の暫定基準値の設定や出荷制限指示という中で、農業者は出荷停止を余儀な

くされ、広くは北海道から島根に至るまで、それこそいろいろな農畜産物の出荷停止、風

評被害による価格下落等も含めて広範かつ甚大な損害が発生したわけでございます。いま

だに続いています。私も紛争審査会で農業の広範に及ぶ被害について訴えたことがござい

ますが、前回も申しましたけれども、農業者は、それこそ日々、作物は育ち、あるいは家

畜には毎日餌を食べさせ、乳牛は乳を搾らないと乳房炎になってしまうという、こういう

日々の営農と生活があるわけで、そこに出荷停止と価格下落という事態の中で、一刻も早

くその再建に向けた対応が求められていたわけでございます。 

  損害賠償については、中小企業とも違って農業者それぞれでやってしまうと大変な時間と

人数も多いわけでありまして、交渉も難航するということも想定されました。ですから、

法律上の位置付けではありませんけれども、我々は農業者の組織であるわけで、農業者の

賠償を取りまとめる協議会をつくって、そして県の中央会に設置した協議会で一元的に農

業者の被害・請求を取りまとめて、いかに迅速に農業者の営農再開なり生活のために早期

の賠償を実現しようというスキームをつくって取り組んでまいりました。経過は右側の欄

にあるとおりです。と同時に、ＪＡグループは総合農協であります。ですから、農家の資

金繰り、いわゆるつなぎの無利子資金融資とか、農業資材の決済サイトの延長等を通じて、

総合事業体として農業者の営農と暮らしを守るという立場から、全国的な取組として損害
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賠償のスキームと併せて組合員の営農なり生活を支えるという対応もしてまいったところ

であります。 

  一方で、２ページでありますが、原発事故対策・賠償関係の部分しか掲載してございませ

んが、ＪＡグループとしての政府等に対する要請という形で、ともかく原発事故災害の早

期の終息ということと、損害あるいは風評被害に対する早期の賠償・補償を、ということ

を常に求めてまいったところです。 

  ２３年４月の第１次要請時の要請事項を記載してございますけれども、①の後段に書いて

いますが、早期の賠償の意思の表明と、迅速に補償内容を明確化した上で、一時金を含め

てすべての被害に対する全額補償を早期に行うことを要請しつつ、特に、②にありますが、

早期に被災者・関係事業者が通常の生活・事業等に戻れるよう、国として万全かつ責任あ

る対応をとってほしいということを、一貫して要望してまいったところです。 

  当初は、国が一時金を払うとかあるいは仮払いで先に国が出して後で詳細は東電と交渉す

るというようなスキームはできないのか、ということを農水省はじめ政府に申し上げてき

たところですが、なかなかそういうスキームにはならないし、かえって時間がかかるとい

うことで、以前に東海村のＪＣＯ事故の時、あれも農産物で９月下旬から１カ月くらいの

出荷停止でしたけど、農業者の被害額を協同組合としてＪＡが取りまとめて、中央会で一

括して請求して、１月末には賠償を成立させるというようなスキームをつくって対応した

こともありましたので、そういう面で、３ページにＪＡグループによる損害賠償請求のス

キーム、枠組みということで記載していますが、ともかく農業者に対する早急の賠償を実

現するために、３月末には協議会をつくりましょうということを各県中央会にもお願いし

て、ともかくも原賠法に基づく東電への賠償請求を第一にして、仮に調停が必要になった

ら和解仲介の申立も視野に入れつつ、取組むことといたしました。 

図１にありますが、農業者は数多くいらっしゃるわけですし、被害の作物もいろいろある

わけで、それを一つ一つ被害額として請求を取りまとめる、これが一番大変なことでありま

した。最初は、全国協議会として我々も、請求の基準や請求のスキームについて農水省と議

論して、どういう算定基準や請求に関わる様式にするのか、どういう基準で被害額を特定す

るのかということを国、つまり農水省とも相談しますが、東電にも納得してもらわないと請

求にならないわけで、これはなかなか時間がかかっていました。 

かつ、農家から委任してもらって請求するわけですので、迅速性が求められるし、多くの

方々からの委任状と一件一件の請求額をＪＡの皆さんは、昼夜を徹して農家ごと・作物ごと
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に取りまとめをするということですので、大変な苦労をされながら何とか取りまとめをして、

東電に一元的な請求をするというスキームをつくり上げて、４月から早々に稼働し請求し始

めたわけであります。それ以降も畜産物等への被害も広範囲になり、右側にありますけど、

協議会を設立した県は２０県に及びました。現在は１５県ですが、まだまだ続いているとい

うことが実際でございます。 

  ４ページに、損害賠償の概況ということで記載してあります。 

  右側の図２にありますけど、広範囲に及ぶ出荷停止及び風評被害で、こういう範囲で指針

に示されたわけでありますので、相談しながら請求の様式を整備して請求してまいったわ

けです。しかし、最初のうちは、それこそ請求様式と基準を決めたものから請求したもの

の、支払いは大変遅くて、この図１の下のほうにありますけど、請求に対して８％だった

り２７％だったりして、徐々に支払率は高まってきたわけですけど、また牛肉の問題が出

たりして、請求がどんと増えるとまた滞るというような時期が続いたりしながら、今現在

では、図１の上のほうにありますけど、これまでの請求については５，０００億円を超え、

支払いは４，８００億円ということで、福島県がそのうち４割程度となっています。支払

率は９５％までいきましたけれども、いずれにしても、ここに至るまでの時間と労力が本

当にかかっているわけで、まさに民民でやるということの難しさを痛感しているわけでご

ざいます。 

  この指針の一部には入っていない隣の県との風評被害とかがまだ請求に至っていないとい

うケースもございます。ＡＤＲに持っていった県もございます。そういう中で、いろいろ

事情はありますけど、いずれにしても、農家の生活を守る上で、いかに早急に請求と賠償

支払いを実現するかということが我々に課せられた大きな課題でありました。 

しかし、いまだに出荷停止の作物もあります。出荷停止のシイタケが山積みになっていた

りしています。牛糞の処理等もまだまだ残っていますし、除染費用に対する考え方というの

もまだまだ食い違いがございます。そういう面では一つ一つ解決していかなければならない

わけであります。 

被災者の皆さん方は、いずれにしても、もとの大地と水と緑に戻してくれと、これが願い

であります。何とか協同の力で当面の対応はできたのかなと思いますけれども、まだまだ続

いています。そういう面では、二度とあってはならないことでありますけど、こういった事

態に対して、いかに迅速かつ効果的な損害賠償のスキームを構築するか、そのためにも国に

よる責任なり役割の明確化ということを是非、私のほうからお願い申し上げて、福島中央会
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の渡邉部長にバトンタッチします。 

（渡邉部長）ＪＡ福島中央会の渡邉でございます。よろしくお願い申し上げます。 

  先ほど、全中の馬場参事からありましたように、全国で協議会を２０県立ち上げておりま

したけれども、そういった中で、原発事故に伴いますＪＡグループ福島の取組状況につい

て、説明の機会をいただきまして感謝を申し上げたいと思います。 

  説明に入らせていただく前に、本県の現在の状況、御案内のとおりでございますが、事故

から４年５カ月を経過して、いまだに１０万人を超える県民の方が県内外に避難生活を強

いられております。 

  また、資料を添付してございませんけれども、農業関係では、被害を受けました農地の復

旧状況は、７月末で約３割程度、農業経営体の再開状況は、２６年３月末で約６割程度、

農業産出額も震災前の２２年度対比で、２５年度末の数字になりますけれども、９割弱に

とどまっている。加えまして、風評被害も継続しており、農畜産物の販売単価も震災前を

下回っている、そういう状況でございまして、復旧・復興がまだまだ十分でないというこ

とを改めてお伝え申し上げたいと思います。 

  それでは、資料に基づきまして説明を申し上げますけれども、資料は主に３－３でござい

ます。 

  まず、「Ⅰ 原発事故に伴う賠償・補償対策にかかる体制」でありますが、全国段階の東

日本大震災復興・再建対策ＪＡグループ中央本部の考え方に基づきまして設置をしました。

震災後約１カ月半の４月２６日のことです。構成団体は、記載のとおり、福島県内１７Ｊ

Ａ、ほか関係団体１８、合計３５団体で現在に至っております。先ほど馬場参事のほうか

らありましたけれども、やはり農業者一人一人が請求をするというのは大変なことになる

わけで、それぞれ相当なエネルギーも必要になってくる。農業者個人での対応はなかなか

容易ではない。そういった中で、行政からの要請もありまして、ＪＡの組合員以外の農業

者を含め一元的に対応をさせていただいたということが本県の特徴であります。ＪＡの正

組合員だけでも１４万人を超え、それに関係団体の組合員も含めますと相当な人数となっ

ております。 

  ＪＡ等段階においても、２に記載のとおり必要な体制を構築してございます。これは、ま

さに私ども協同組合の運動の成果であり、県内ＪＡをはじめ関係団体、そして全中、県中

央会が一丸となりまして、震災後の農家、組合員の復旧・復興に貢献し、今もその役割を

担っているということを申し添えさせていただきます。 
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  事務局体制、運営経費は、３、４に記載のとおりでございます。お目通しいただきたいと

思いますけれども、いまだにこれだけの要員、経費を要しているということでありまして、

これらの運営経費等については東京電力に請求をしておりますけれども、請求には応じら

れないという状況も付け加えて申し上げておきたいと思います。 

  続きまして、２ページに入らせていただきます。「Ⅱ 損害賠償請求・賠償受取額」であ

ります。先ほど全国の賠償金の説明がございましたけれども、１に記載のとおり、この金

額は全国の４割以上を占めております。受取額２，０５４億円は、本県２５年度の農業生

産額が２,０４９億円でございますので、本県の年間農業生産額に匹敵する額となっており

ます。 

  請求額のほうに書いてございますけれども、原発事故によりまして農産物の作付ができな

くなった不耕作にかかる賠償請求は、全体の４０％以上、８００億円弱となっております。 

  ２の請求・支払事務でありますが、これも当初大変な苦労がありましたが、（１）賠償金

支払等は、現在、一定のサイクルで請求・支払いとなっており、それぞれ穀類等、畜産、

園芸、記載のとおりでございます。 

  （２）請求次数ですが、避難指示区域等と避難指示区域等以外の二つに区分しまして、そ

れぞれ毎月請求をしており、避難指示区域等につきましては、協議会立ち上げ後４カ月目

から始めまして、７月末で５３次にわたる請求を行っております。また、避難指示区域等

以外につきましては、協議会立ち上げの翌月から請求を始め、７月末で５０次にわたる請

求に及んでいるという状況でございます。 

  続いて、「Ⅲ 課題」でありますが、当然成果もございます。２３年４月に協議会を設置

して以来、まさに手さぐりの状況で取り進めてきたということでございまして、大変な苦

労がありました。これにどう対処してきたかが、いわゆる成果でありますので、参考資料

にまとめてございます。後でお目通しいただきたいと思います。 

  現在の主な課題について説明をさせていただきます。 

  まず、１点目は、何といっても東京電力の迅速な対応ということでございます。 

  いろいろ東京電力のほうでは、組織的な対応をいただいておりますけれども、最終的には、

課題１の下から２行目に書いてありますとおり、交渉の最終的な判断は、東京本社で行う

ため、相当時間がかかっているということでありまして、これも先ほど来、話がございま

すけれども、国が基準の考え方・枠をつくって、あと個別具体的には事業者と話し合って

決めなさいという、いわゆる民民交渉となっております。これではなかなか進まないとい
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う状況でございます。 

  続きまして、２点目は、損害賠償基準の変更でございます。 

  ５行ほど記載してありますけれども、４年も経過いたしますと、基準の考え方も時の経過

によって一部見直しがされてくる。これは内容によっては致し方ない場合もございますけ

れども、いろいろその対応に苦慮しているということでありまして、具体的な例は、丸印

に記載しておりますとおり、放射能セシウムの吸収抑制対策にかかるカリ肥料の散布費用

の件でございます。 

  これにつきましては、当初、２４年８月に農水省から考え方が出されました。その後、期

間が経過しまして２６年産、更には２７年産の共同散布にかかる国の見解が取りまとめら

れまして、県と国の行政間で連絡された文書がございます。 

  ２６年４月の文書は、対象経費が２４年８月の文書よりも更に具体的になりまして、「市

町村及び農協等が農業者からの受託によって行うカリ肥料の散布作業にかかる経費」と明

記され、これを以て散布費用の賠償範囲が狭められたとする東京電力との間で解釈に疑義

が生じました。このカリ散布の時期でございますけれども、当然、田起こし等の時期にな

りますから、３月頃に集中します。そういった中で、市町村、農協等が、農業者からの受

託によって散布することが全て可能なのかどうかと、これも現場を十分知っていだたかな

いとこういう問題も生じてくると思っております。 

  ２７年４月の文書では、対象地域に関する記載内容が変更され、これを以て東京電力は、

これまでの県内全域から、対象とならない地域が出てくるという、基準変更と解釈してい

らっしゃいます。こういった重要なことが協議会には残念ながら事前協議もなく取り進め

られたということでありまして、現場は混乱しております。少なくとも２７年産にかかり

ますカリ肥料の散布については、県としましても重要な取組だということで、２６年１２

月に農業技術情報も出しておりますので、私ども協議会に対する事前確認はもとより、少

なくとも去年の段階で協議の場を持つ必要があったと思っております。４月以降になって

２７年産の対象地域は限定しますとか、そういった取扱いをされることに、繰り返しにな

りますが、現場は非常に混乱しております。 

  現在、これは東京電力と交渉中で、いまだに結論が出てございません。 

  ３点目の課題、資料は３ページでございます。先ほど支払いのサイクルをご説明いたしま

したけれども、返金等もございまして、これに伴います事務の煩雑化と古次請求の累積で

あります。 
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  ３．の４行目でございますが、エビデンスの関係で若干不備等があった場合には、仮払金

を返金して再請求をする、そういった手続が頻繁に発生する。また、請求者によっては、

これが一番やっかいでございますけれども、死亡された方や廃業、更には相続手続の遅延

等ですぐに返金できないというケースもございまして、過去に行われました請求が整理さ

れず累積をしてきております。７月末現在では４，０００弱の件数にのぼり、また、先ほ

ど請求次数も５０次を超えると説明いたしましたが、これが膨大なデータになり管理も容

易でない、そういった状況にあります。 

  ４点目は、ＪＡ関係団体の営業損害賠償関係であります。（１）は、逸失利益と追加的費

用の賠償でございまして、記載のとおり、まだ未合意があります。東京電力は、必要かつ

合理的な範囲との見解を示しておりますが、この必要かつ合理的な範囲は何かというのが

文書等では明記されてございません。都度、交渉によってとりすすめているという状況で

あり、時間がかかっております。 

  （２）は、財物賠償にかかります少額固定資産の関係です。これは机とか器具・備品等で

ありまして、当初から交渉が困難だということで、直接ＪＡがＡＤＲ案件として申し立て、

現在交渉しておりまして、金額的には３億を超えてございます。 

  ５点目は、賠償請求・支払管理にかかるシステム対応であります。先ほど説明のとおり、

請求次数も重ねておりますし、返金等の関係や古次請求も累積しているといった中で、シ

ステム対応が膨大になってきている。また、これは内部の問題でありますが、牧草、穀類

の請求については一部手作業もあり、システム対応が遅れている。更に、基準変更の都度、

システムの見直しが必要となり、対応に追われている状況にあります。 

  ６点目は、協議会への苦情です。３行ほどにまとめてありますが、最近は風当たりが随分

弱まっていますけれども、この賠償金支払いの保留等をめぐりましては苦情というよりは、

むしろ協議会に対します責任追及の声も随分あったと聞いておりますし、また、請求者の

方が直接事務所にいらっしゃっての抗議等もあり、職員は相当な精神的苦痛を受けたとも

聞いております。 

  最後７点目でありますが、請求の中にはこういった案件もあるということをお伝えしたい

と思います。大口畜産農家の関係でございます。ご覧おきください。 

  成果については、参考資料とさせていただきましたが、若干お目通しをいただきたいと思

います。資料は６ページであります。 

  「４ 受任事務のこれまでの成果」ということで、単年度ごとに整理をしてございます。 
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  かいつまんで説明いたしますと、23年度は「・」の１つ目、先ほど馬場参事のほうからも

ありましたように、農産物の種類は非常に多岐にわたっておりますけれども、これらの請

求様式の定型化を図りまして、事務処理の統一化、請求内容の調整を図ってきました。３

つ目は、ＪＡ等におけます事務作業の軽減のための集計システムを構築しました。更には

４点目、県の協力を得まして、農作物の経営指標、いわゆる１０ａ当たりの農作物毎の期

待所得、これを策定しまして、より簡便な方法での賠償請求ができるようになりまして、

迅速な支払いが可能となりました。 

  ２４年度は、７ページになりますがⅡの２の（２）で説明のとおり、請求・支払いのサイ

クル、これを確立してございます。 

  ２５年度は、１行目、農産物の放射性物質検査費用ですとか、販売促進ＰＲ費用等につい

ても賠償の対象とすることができました。また、協議会の事務経費等については認められ

ないという状況でございますけれども、ＪＡ・関係団体については、事務経費も一部認め

られております。 

  放射性物質吸収抑制対策では、先ほど放射能の吸収抑制対策の説明を申し上げましたけれ

ども、２５年度に県内全域での賠償請求を認めていただく方針を引き出すことができまし

た。 

  最後になりますけれども、やはり重要なのは、国が賠償基準などについて相当程度きめ細

かく対応していただく必要があるのではないかということでありまして、資料への記載は

しておりませんけれども、請求する方としての因果関係の立証について、これが相当な負

担となっているということ。また、課題のところで申し上げましたとおり、東京電力の言

う「必要かつ合理的な範囲」というのは何かということでありまして、こういったものに

ついては、国が責任を持って具体的な例を示し、被害者の立場に立った判断をしていただ

く必要があると考えております。 

  以上、雑駁な説明でありますけれども、福島県のＪＡグループの取組につきまして説明を

させていただきました。ありがとうございました。 

（濱田部会長）どうもありがとうございました。大変お忙しいところを福島県のほうからもお

越しいただきましてありがとうございました。現地からの大変貴重なお話をお伺いできた

かと思っております。 

  それでは、商工会議所、ＪＡの双方から御説明をいただきましたけれども、今までの御説

明について何か御質問等ございましたら頂戴できればと思います。いかがでしょうか。 
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  どうぞ。 

（大塚委員）どうもありがとうございました。商工会議所さんについてお伺いしておきたいん

ですが、資料３－１の５ページでございますけれども、⑨番目に法人の精神的損害に対す

る賠償というのがございますけれども、これは具体的な内容としてどういうことをお考え

になっているかということをお伺いしておきたいと思います。 

  それから、お話を伺っていて、国が責任を持ってという話が結構出てきていて、国に対す

る強い期待が感じられたということを印象として申し上げておきたいと思います。 

  以上です。 

（高橋会頭）ただいま御質問のありました、５ページ（３）⑨の法人・個人事業主の精神的損

害に対する賠償についてです。私どもの地域では、一定期間、精神的な損害に対する賠償

は行われていましたが、制度上の逸失利益等々の東電の損害賠償とは別な位置づけとして、

皆様、相当なダメージを受けられており、そういった部分に対するスキームも制度として

必要ではないかと考えております。 

（大塚委員）通常、法人は、名誉毀損の場合は別として、精神的損害というのは考えられない

というのが民法の一般的な考え方ではあるので、そこをどうお考えになっているのかなと

いうのがお伺いしたかったというだけです。すみません。 

  あともう一つ、国に対して、さっき汚染水の問題が指摘されたんですけど、現在、汚染水

についてどういうふうな状況になっているかというのもお伺いしたいんですが。 

  以上です。 

（濱田部会長）これは、事務局のほうからいかがですか。あるいはざくっとだけお話しいただ

いて、また次回必要でしたら追加説明いただければと思いますが。 

（浦上原子力政策課長）汚染水の状況ですけれども、全般的には個別な事象がいろいろ生じて

おりますけれども、全体としてコントロールされているという中で、様々な進展が見られ

てきております。一つには、山側から海側へずっと水が流れていくわけですけれども、そ

の汚染前の水を汲み上げて、それを海に流すと、その全体の建屋に流れてくる流量が４０

０ｔぐらいあるものが３００ｔに減るというような話が進んでおったり、あるいは、昨今

も漁連の方々といろいろな調整を経て、建屋の脇にあるサブドレンからの水の汲み上げと

いうことについても今最終的な調整の局面を迎えております。それから、建屋の周りに凍

土壁をつくるということで、建屋に流入する地下水を減らすという取組も進めておりまし

て、汚染源に水を近づけない、それから漏らさないという形で総合的な取組を続けている
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ところでございまして、１年、２年前と比べれば相当な進展が見られるということではな

いかと思いますし、東京電力さん、それから国が漁協を初めとする地元の方と様々な信頼

関係をつくりながら取組を進めているところでございます。 

（大塚委員）雨が降ったときの雨水が必ずしも港のところではなくて横の海の中に直接流れ込

んでしまっている問題に関しては、現在はどういう状況になっているでしょうか。 

（浦上原子力政策課長）若干情報が十分地元の方と共有されていなかったという部分があるの

でございますけれども、そこについてもしかるべく対処をすべく今やっているところでご

ざいます。 

（濱田部会長）他に。どうぞ。 

（崎田委員）ありがとうございます。それでは、原町商工会議所の高橋会頭に質問させていた

だきたいんですけれども、いろいろ取組の現状を伺いましてありがとうございます。 

  それで、アンケートをとり続けておられる中で、やはり事業者の皆さんの不公平感とか基

準への見直しを希望する声とか、やはりこの賠償制度をどう決めていくかとか、どう運用

するかという、その辺の途中の経過に関してやはりきちんと信頼関係をつくっていくとい

うのが大変重要だと感じました。その点で、６ページにあります検討課題という中の⑥番

のところに、「政府は被災地域の状況を直接見て把握し、個別訪問した上で、現場の生の

声を施策に反映させる仕組みを構築すべき。」とあります。政府あるいはいろいろな機関

もこういうことはやっておられると思いますが、もっと地域の皆さんにとって納得できる

ようなこういう仕組みというのをやはり被災地の皆さんは期待しておられるんだと思うん

ですが、具体的にはどういうことを、特に損害賠償制度に関連してお答えいただければう

れしいなと思いますが、どういうことをお考えなのか、この⑥番のあたり。 

（高橋会頭）近々、内閣府において１４０名体制（１チーム２人）で、相双管内で被災した約

８，０００事業者に対して個別訪問し、ヒアリングを開始すると聞いております。そうい

った取り組みを、内閣府が主体性を持って、原発事故直後から被災企業の“生の声”を聴

いて施策に反映できる仕組みを作っておいていただきたかったと考えております。 

（大島参事官）すみません、事務局から補足をさせていただきます。 

  第２回目でも少し触れさせていただきましたけれども、福島復興の加速に向けての改訂案

というものを閣議決定させていただきましたけれども、その中で、賠償だけではなくて復

興加速をさせるということで、自治体とも協力をして個別訪問をこれからしていくという

ことで、福島県のほうからも御説明があったかと思いますけれども、その件についても、
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いわゆる地元に密着をした形でいろいろな施策を進めているという状況でございます。 

  以上でございます。 

（崎田委員）ありがとうございます。それでは、これから徐々にこういうことがまた新たな成

果を出していくであろうと期待されておられるというところだということで、ありがとう

ございます。 

  それでは、もう一点質問よろしいでしょうか。ＪＡ全中の仕組みづくりに関して質問させ

ていただきたいんですが、馬場さんが先ほどお話をくださいました、一つの業界で、やは

りその業界の特性を考えてこういう仕組みをつくっておられるというのは大変な御苦労で

あったと思うんですが、会員の皆さんにとっては非常にありがたい仕組みだったというふ

うに感じております。事故を想定し、その対応を考えた仕組みづくりを今後いろいろな業

界の皆さんがこういうことをきちんと考えていくということが重要だと思いますが、その

辺の、例えばどういう業界ならこういう仕組みがあったほうがいいとか、何かこういう業

界がこれだけの仕組みをきちんとおつくりになる大事さというのを私は感じ取ったわけで

すけれども、こういうことをきちんと制度として広めたほうがいいという、そういうお考

えがあるかどうか、その辺を伺いたいなと思ったんですが。 

（馬場参事）今日、漁連の方はお越しじゃないですけど、漁連も同じような考え方で漁協を取

りまとめてやっておられると思います。要は、先ほど福島県中の渡邊部長からありました

ように、多くの人数の方が、中小企業でもないわけでありますので、まさに家族経営の多

くの方々が個別に東電に請求するということはほとんどできないし、あり得ないわけでし

て、こういった業界というのは一次産業以外なかなか難しいのかもしれませんけど、だか

らこそ協同組合ができ上がっていると言うか、もともと協同して取り組むための組織であ

りますので、それが原発事故という事態に対応する取組として協議会という形で一つの仕

組みをつくったわけであります。そういう面では多数の小規模事業主に対する対応という

のはこういう形ではないかと思います。組合員のこうした事態にも協同して対応する、そ

れが我々の組織の役割だというつもりで、一次産業の皆さん方は協同組合をつくっている

と思います。協議会は原賠法などの法律上は認められたものではないので、結局、農業者

から委任状をもらって、中央会の会長に委任する。そして団体交渉といいますかね、個別

の交渉じゃなくて、そこに委任状を十何万人分取ってやっておりますので、これも大変な

苦労ですけど、そういう仕組みは緊急事態の場合は協同組合としてはやるべきことだとい

うふうに思ってやっていましたので、協同組合組織だとこういうことはできるのではない
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かと思います。 

（崎田委員）ありがとうございます。 

（濱田部会長）はい、どうぞ。 

（辰巳委員）ありがとうございます。二つありまして、一つは、原町商工会議所さんの御説明

で、やはり大塚先生がおっしゃった、私も６ページにまとめられた検討課題のところで、

「国の責任において」とか「国が責任を持って」というふうな書き方をされているあたり

の意図というのかな、そのあたりが、今まで御苦労なさってきてこういうふうなところに

たどり着かれたのかとは思いますけれども、やはり役割分担というのか、どのような思い

を持ってこれをお書きになっているのかというのがもう少し詳しくお聞きしたいな。 

  それで、①のところに「行政の」と書かれている、この行政と国とはまた違うのかどうか、

そのあたりもちょっと御説明いただきたいというのが一つで、あともう一つは、たまたま

今日は二つ、農協さんというんですかね、ごめんなさい、中央会のお話があったんですけ

れども、この商工会さんと中央会さんの間で情報交換のようなことというのかな、互いに

このようにしてよかったからこういうふうにしたらどうですかとか、そういうふうなお話

し合いというのがあるのかどうか、先ほど漁連とかというお話もありましたけれども、そ

のような方たちとも共通したようなお話というのがあったのかどうか、そのあたりが、ど

ちらからでもいいんですけど、伺いたいなというふうに思いました。 

  以上です。 

（高橋会頭）６ページ①における行政の組織でございますが、行政イコール国だけではござい

ません。国、県、地方市町村、そのあたりに対する役割分担というような意味で書かせて

いただきました。 

  あと、２番目の原子力損害賠償制度における東電とのすみ分けの問題でございますが、多

分にエネ庁と東電との連携、あるいは文科省との連携をとられていて、これまで様々な事

案を解決してこられたと感謝しております。ただ、まだまだ今後の方向性などについては、

私どもにはなかなか分かりにくい点もございます。今後も東電が引っ張っていかれるのか、

それともやはりもっと国が前面に出て中心となって新たな支援機関をつくられるのかが地

元ではよく見えていません。これまでのように因果関係が立証されれば賠償金を出します

よという姿勢で、今後も東電側と対応協議していかなければならないのか、そのあたりを

地域の皆さんは非常に不安に思われているところでございます。そういった意味でも、や

はり国が責任を持って対応していただけるとなれば、地域の皆さんも、これから何十年か
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かるか分かりませんが、安心感を持って対応していかれるのではないかと思います。 

（馬場参事）商工会議所さんと我々との情報交換というのは、正直言ってないんですけど、農

水省の下に、農林水産団体の連絡協議会をつくってもらいました。森林組合も漁協も含め

て、農林水産業に関わる団体で構成して、要は、ＪＡグループのようなスキームを各団体

でつくっていってやっていこうとするときの情報交換ということと、大事だったのは、農

水省のその協議会の下で、請求の考え方や基準というのを国として示すというか、お手伝

いいただいたということですね。そのことが東電との話が早かった要因にはなっています。

国が法律上とかで明確に示した請求基準というわけではなくて、協議会のもとで我々に対

するサゼッションという関係で、こういう様式で請求したらとか、過去何年間の基準をと

ったらどうかとか、そういう一定の基準を話し合った。その結果で東電に請求するわけで

すから、そういう意味では、国がある程度後押ししているということになって、我々に対

する支援という形で農水省としてはやってくれたということはあります。先ほど渡邉部長

も言いましたけど、国としてのある程度の基準というのを明確にしておけば、先ほどもい

ろいろな問題が出されましたけど、民民でやるにしても、背景に国の指導が入っていれば

東電との話は早いわけで、中間指針をまとめた審査会がありましたけれども、その具体化

をするうえで農水省としてこういう品目ごとの請求の基準・考え方というのを示していた

だいたことは大きいと思います。私は、国の役割としては、本来そういう請求・支払い基

準までを決めて概算で国として出せないかということを実は当初お願いをしていたんだけ

ど、それはなかなかできないということなので、仮払い法は後でできましたけど、もう民

民でやらざるを得ないのでというなかで、今回、迅速性という点ではその分が遅くなって

しまったんじゃないかと思います。訴明責任はこっち側にある、これが一番やっかいであ

りまして、訴明しろとか、必要かつ合理的範囲というのをこちら側で証明しなきゃいけな

いわけでして、それは個々ではできないし、民間でもなかなか容易でないわけで、そこに

指導なり基準というのがあることは大事で、指針で出されますけど、その具体化の部分と

いうのものスキームとして考えておく必要があるし、それがあれば、仮払い法はあるわけ

ですから、国の役割として、迅速性を担保できる仕組みとしてつくったほうがいいと私は

思います。 

  もう一点だけすみません。先ほど、精神的苦痛という話がありましたけど、それは企業だ

けの話じゃなくて、農業者にとっても、牛を放ったまま逃げなきゃいけなかった。餌もあ

げられないまま避難せざるを得なかったこの苦痛は、農業者にとって耐えがたいわけであ
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ります。それを何とか請求できないのか議論はしっかりしたんですけど、その前に残念な

がら生きがいをなくされ命を絶たれた方とかいらっしゃったりするわけです。休業補償と

いう以上の意味を、我々では今回実現できなかったことですが、是非考えておく必要があ

るんじゃないかということを意見として申し添えます。 

（濱田部会長）ありがとうございました。 

  実はもう一点議題がございます。それで時間が相当押しておりますので、大変恐縮ですが、

あと１点手短に御質問いただいて、それから、現地からのお話というのは大変貴重でござ

いますので、改めて後ほど場合によっては御紹介をさせていただくということにさせてい

ただければと思います。 

  それでは、最後にお願いします。 

（遠藤委員）恐縮でございます、質問ではなく、ご提案があり発言させていただきたく存じま

す。本日のご説明で両者から検討課題として、国の賠償基準について明確化をされないと

迅速な賠償ができないということが挙げられました。このように各組織が賠償についての

手続の経緯のヒアリングを行っておられるので、例えば１万人体制で賠償の支払いを行っ

てきた東京電力についても、そういう実例をヒアリングすべきであると考えます。例えば

事故調はありましたけれども、賠償調というのはまだない。賠償の実態調査を第三者機関

できちんと行い、賠償がどのように支払われたのか、どのような手続きが機能したのか、

機能しなかったのか、ということを実際に検証していくことが、その事故の基準の明確化

につながり、今後起こりうる事故への備えになるのではないか、と思いましたものですか

ら、御提案をさせていただいた次第でございます。 

（濱田部会長）ありがとうございました。今の問題提起いただいた点、これからの議論にも反

映させていければと思っております。 

  それでは、まだ御質問等たくさんおありかと思いますが、恐縮ですが、先に進ませていだ

たいて、先ほど申し上げましたように、何か追加の御質問等ございましたら、是非また御

紹介をさせていただいてお伺いできればと思っておりますので、よろしくお願いいたしま

す。 

  それでは、二つ目の議題ですが、「原子力損害賠償解決センター及び原子力損害賠償・廃

炉等支援機構法について」ということでございます。 

  この原子力損害賠償解決センターにつきまして、その設置の経緯については事務局から説

明をいただき、そして、引き続きセンターの活動状況、これについては原子力損害賠償紛
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争解決センターの二瓶次長から御説明をお願いしたいと思います。 

  それから、原賠・廃炉等支援機構法の制定経緯、それから運用状況、これについては事務

局のほうから御説明をお願いしたいと思います。 

  それでは、まずＡＤＲセンターの設置等についてお願いします。 

（大島参事官）私のほうから、資料３－４に基づきまして、原子力損害賠償紛争解決センター

の設置の経緯についてポイントを説明させていただきます。 

  内容につきましては、第１回、第２回で主なところを説明しておりますので、ポイントだ

けをかいつまんで説明をさせていただきます。 

  １ページ目、原子力損害賠償紛争審査会の役割の中で、賠償の和解の仲介が、賠償法第１

８条で定められております。これを具体的に行うということでＡＤＲセンターが設置され

ております。 

  設置の経緯といたしましては、関連しております政令を改正し、和解仲介手続を行う特別

委員会を置いて、それからセンターにつきましては、審査会で要綱を決定するという形で

事務を進めさせていただいているというところでございます。 

  ２ページ目も、第２回目の会合で出させていただきましたけれども、下のところに組織が

ございます。総括委員会におきまして和解の仲介の総括をしております。具体的な和解手

続につきましては、先ほど申しましたように、特別委員等が仲介委員として和解の仲介を

しているというところでございます。また、その庶務につきまして仲介室を設けていると

いうところでございます。 

  ３ページ目、４ページ目に参考といたしましてＡＤＲセンターに関する要領を載せてござ

います。 

  繰り返しになって恐縮でございますけれども、第２条のところで総括委員会の業務といた

しまして、政令第７条というのは、和解の仲介の業務でございます。また、仲介委員の業

務が第３条に、第４条で公開・非公開の手続について、それから第５条で仲介の場所、第

６条で名称について規定をしているというところでございます。 

  それから、少し時間をいただきまして、５ページ目以降でございますけれども、５ページ

目、ＡＤＲセンターの和解仲介案の尊重に関することでございます。 

  今回の東京電力の福島事故に関しましては、御承知のとおり、支援機構から資金を支援す

るという枠組みになっております。その支援を受けるために特別事業計画を法律第４５条

に基づいて策定をすることになってございますけれども、この事業計画の中でＡＤＲセン



－25－ 

ターが提示をした和解仲介案を尊重するということが明記されているところでございます。 

  具体的な記述については６ページ目、一番下のところに赤字で書かせていただいておりま

すけれども、尊重の考え方が書いてございます。 

  それから、７ページ目、８ページ目、９ページ目に、裁判外紛争解決手続の件につきまし

て少し整理をさせていただいております。本日は時間が限られておりますので、具体的な

説明については次回以降、少し集中して審議をしていただこうと思ってございますけれど

も、裁判外紛争解決手続につきましては、司法制度改革推進本部を設置いたしまして、政

府として検討し、その結果といたしまして、いろいろな枠組みができてございます。 

  四角の中で、裁判外紛争解決手続そのものの方法が書いてございます。通常、あっせん、

調停、仲裁、裁定という方法があるというふうに理解をしてございます。 

  また、その下に具体的なＡＤＲを行う機関別に、いわゆる民間型、行政型、司法型の手続

というものを行われているというところでございます。 

  例示といたしまして、認証ＡＤＲ事業者については、平成１６年に関連している法律が定

められてございますけれども、これに基づきましていろいろな分野におけますＡＤＲが行

われております。 

  また８ページ目でございますけれども、通称、金融ＡＤＲと一括で言われているかと思い

ますけれども、銀行業、保険業、証券業等の業態を単位といたしましたＡＤＲでございま

して、それぞれの業法の中で紛争解決機関が規定されてございます。主なものといたしま

しては、あっせんと特別調停の手続が行われているというところでございます。 

  また、２００８年（平成２０年）に国民生活センターの関連している法律が改正をされま

して、国民生活センターの中に重要消費者紛争に関しまして和解の仲介又は仲裁というも

のが行われているというところでございます。 

  それから、１ページめくっていただきまして、９ページ目でございますけれども、公害等

調整委員会でございます。 

  公害等調整委員会につきましては、国家行政組織法の第３条に基づく委員会として設置を

されておりまして、具体的な手続につきましては、公害紛争処理法に基づいて進められて

ございます。この中で、いわゆる重大事件等につきして、あっせん、調停、仲裁、更には

裁定に関する手続が行われているというところでございます。 

  説明については以上でございます。 

（二瓶次長）続きまして、原子力損害賠償紛争解決センターで次長を務めております二瓶と申
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します。 

  本日は、私のほうからセンターの活動状況につきまして御報告をさせていただきます。座

らせていただきまして御説明をさせていただきます。 

  資料３－５を御覧ください。 

  まず、２ページ目を御覧ください。２ページ目に、センターの体制を書かせていただいて

おります。 

  当センターは、事故直後の審査会の仲介能力や裁判所の処理能力を超える仲介案件が多数

に上るということが想定されましたことを受けまして、審査会の体制を整備するために、

法務省、裁判所、日弁連等の協力を得て設置されました。 

  センターの構成は大きく三つに分けられております。まず一つ目は、仲介手続の総括を行

う総括委員会でございます。そして、個々の申立てについての和解仲介手続を実施してお

りますパネル、そして三つ目として、和解仲裁手続の庶務を行う和解仲介室、今、参事官

のほうから御説明のあった仲介室でございますが、この三つで構成されております。 

  まず、一番上に書かれております総括委員会でございますけれども、こちらの業務は、具

体的に申しますと、申立てごとに和解仲介手続の開始の決定をして、仲介委員となる者を

指名していただき、仲介委員の行う仲介業務の総括をする。そして、審査会への報告をす

るといったことが委員会の役割として定められております。 

  それから、個々の和解仲介手続につきましては、中ほどに緑で囲っております和解仲介パ

ネルというところが実施しております。このパネルを主催しておりますのは仲介委員でご

ざいまして、これは日弁連の推薦を経て文科大臣から特別委員に任命された弁護士の中か

ら総括委員会が指名した者が務めております。 

  最後に、手続の庶務につきましては、仲介室が担っております。一番下の水色で箱になっ

ている部分でございます。仲介室が行う主な事務の内容は、事案の調査、あるいは仲介委

員が手続を進める際の必要な情報の収集や整理、申立ての受理、終結にかかる事務、パネ

ル開催の事務、それから総括委員会の事務、それからフリーダイヤル等による申立手続の

御案内といったことをさせていただいております。 

  また、右のほうに写真で囲っております、これはセンターの福島事務所の写真なんですけ

れども、こちらでは福島のほうの現地での広報活動、あるいは被災者の方に対面で申立て

の手続の御案内をするといった活動を展開しております。 

  では、３ページ目のほうを御覧ください。センターにおける和解仲介手続についての説明
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をさせていただいているページでございます。 

  実際にセンターが行っております手続の流れを簡単ではございますが御紹介させていただ

きたいと思います。 

  まず、申立てを受けてセンターの和解仲介手続は開始されます。ですので、申立てが行わ

れませんと手続が進みませんので、センターでは申立てを行い易くしていただきますよう

に、被災者の方には和解仲介手続を利用できるということの周知あるいは申立てに先立っ

ての申立書の書き方の御案内といったことを行ってきておりまして、いわゆる広報活動を

実施してきております。 

  そして、被災者の方が申立書を用意されて、それがセンターに到着をいたしますと、セン

ターは申立ての受理をいたします。そして、担当いただく仲介委員等の指名を行い、被申

立人である東京電力に対する申立書の送付を行います。大体申立てを受けまして１カ月か

ら１カ月半で担当する仲介委員、それから仲介委員の支援をいたします調査官が決定をい

たします。その後、東京電力からは答弁書というものが提出され、審理が進められるとい

う状況が整うことになります。 

  審理が始まりますと、仲介室に勤務しております調査官という者が事実認定等に必要な情

報を収集し、また申立人から事情を伺ったり、追加で必要な資料を求めたりといったこと

で仲介委員が円滑に和解案が作成できるように、その調査等の支援を行なっております。 

  また、仲介委員が必要と判断された場合には、両当事者と仲介委員が三者で話し合う口頭

審理というものが開催されます。この口頭審理は原則として東京で行っております。また、

福島のほうでの参加という方につきましては、電話やテレビ会議いったものを利用してお

りまして、そういった設備もセンターには備えております。 

  また、仲介委員は申立書や答弁書で両当事者の意見を聴き、証拠あるいは資料等を確認を

しながら審理を進めていきます。その過程で、損害と原子力事故との因果関係が認められ

れば、和解案を作成するということになります。そして、でき上がった和解案を申立人と

被申立人である東京電力の両当事者に提示をすることになりますけれども、仲介委員の指

名が行われてから和解案の提示までの、平均的な審理期間ですけれども、平成２６年で見

ますと大体４．６カ月ということになっております。 

  それで、最後に、仲介委員が提案した和解案が双方から受諾ということになりますと和解

案が成立し、当事者間で和解契約が結ばれ、紛争が解決することになります。 

  大体センターに申立てをいただきました事案の８割強が、この和解成立という手続で終了
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しております。 

  センターの手続の特徴をまとめましたものが３ページ目の下に枠内に書かせていただいて

おります幾つかの点でございまして、まとめますとまず、中立・公正な第三者の立場で和

解仲介手続きを行っているということ、そして裁判所よりは手続が簡易かつ迅速に行われ

ていること、そして当事者である、被災者の方々には原則としては費用負担を求めないこ

とといったことが特徴となっております。 

  続きまして、４ページ目を御覧ください、４ページ目に申立状況を書かせていただいてお

ります。申立状況について御報告をいたします。 

  まず、図１の折れ線グラフ、これは各年の申立件数、申立人数につきまして、平成２３年

から２７年までが比較できるように、それぞれの月当たりの平均値を示したものでござい

ます。 

  青い線で示しました申立件数は、センターが設立当初は除きまして、大体毎月４００件前

後で推移してきております。事故から４年以上が経過しておりますけれども、平成２７年

の現在も申立ては概して一定４００件ぐらいで推移しておりまして、申立件数が減るとい

った兆候はなかなか見られない状況にございます。 

  赤い線で示しましたのが、センターへの申立人数でございます。こちらは御覧いただいた

とおりで、一貫して増加の傾向を示しております。損害賠償を申立てになられる被災者の

方の人数が今も増え続けているという実情が御覧いただけるかと思います。 

  続きまして、資料の５ページ目を御覧ください。５ページ目の図２を御覧ください。 

  図２では、視点を変えまして、申立てをいただいたその損害項目を分類したものでござい

ます。各項目につきまして、左から２３年、２４年というぐあいに申立件数が並べられて

おりますが、いずれの年も精神的損害、避難費用、営業損害の申立てが多い傾向が続いて

いることが御覧いただけるかと思います。特に、この特定の損害項目の申立てが減少して

いるといったような傾向は今のところ見られておりません。 

  おめくりいただきまして、資料の６ページ目を御覧ください。「集団申立」と書かれてい

るページでございます。 

  図３を御覧ください。こちらには、申立件数と申立人数の推移を月別に折れ線グラフで示

してございます。青い線が申立件数、赤い線が申立人数です。 

  この中で、申立人数の赤い折れ線グラフの中に、赤いひし形でピークがあらわれる月を示

しております。申立件数、青線のグラフにそれほど顕著な変動がないかわりに、申立人数
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につきましては、赤いひし形で示しましたように、ピークがあらわれる月がございます。

このピークは、ある地域の被災者の方が多数まとまって同時に申し立てる、いわゆる集団

申立があったことを示唆する数字でございます。実際センターにおきましては、平成２６

年ごろから大規模な集団申立というものが目立って増えてきているという実感を持ってお

ります。 

  この集団申立でございますけれども、個人が単独でお申立てになられるものとは異なった

側面があるかと思っております。既にセンターが本年２月付で発表しました２６年度の活

動状況報告書でも報告をさせていただいているところでございますけれども、集団申立と

いうことになりますと、各申立人の個別の事情の確認に相当時間を要してしまうことがあ

る、あるいは単独の申立てに比べまして和解案を提示してから賠償に至るまでの時間がか

かる場合がある。それから、集団申立の中で各申立人の個別の御事情も審理していかなけ

ればいけないのですけれども、単独の場合に比べて、集団の場合にはその個別性につき高

い高度な審理を行うということが事実上困難な場合もあるということが指摘できるかと思

います。 

  こういった集団申立におきましては、単独申立とは違った側面がありますので、センター

におきまして、各パネルにおいてこういった特徴や、あるいは集団申立に特に言える諸点

を踏まえて審理上の工夫をしてきているところでございます。 

  続きまして、７ページ目を御覧ください。これは、審理の迅速化について説明をさせてい

ただいたものでございます。 

  申立てが行われますと、いよいよセンターでは和解仲介手続が行われるわけでございます

が、センターが設立以降今まで取り組んできたものの一つが審理の迅速化ということでご

ざいます。 

  審理の迅速化にあります背景というのは、センターが抱える、いわゆる未処理の手続中の

事案の量的な推移でございます。それにつきましては、図４を御覧いただければと思いま

すけれども、赤い折れ線グラフが各月月末に当センターで和解仲介手続を実施している手

続中の事案数、つまりセンターが抱えている事案数を示しております。御覧のとおり、２

３年のセンター発足直後から実は手続中の事案数というのは増加の一途をたどってきてお

りました。この状況を個々の事案で見てみますと、結局、センターでの審理期間が長くな

っているということを意味しているかと思います。そこで、当時の最大の課題は、迅速な

処理、いわゆる審理の迅速化ということにあったわけでございまして、その点で、センタ
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ーは工夫をしてまいりました。大きくその工夫としては、２本の柱に取り組んできたとい

うことが言えるかと思います。一つは体制の整備、もう一つが審理上の工夫ということで

ございます。 

  平成２５年になりますと、いわゆる手続中の事案というものの増加は徐々に落ち着きまし

て、現在は常時３，０００件弱というものが未処理の累計ということとで、今センターに

かかっている事件数ということになります。 

  では、具体的な体制整備と審理の工夫につきまして、８ページ、９ページで御案内をさせ

ていただきたいと思います。 

  ８ページを御覧ください。まず、体制の強化ということでまとめさせていただいたページ

でございます。 

  センターの具体的な体制の整備の様子を職員数で示したものでございます。主な構成員で

あります仲介委員、調査官、職員の人員の推移を示しております。センターは２３年９月

に業務を開始しましたが、その当時は仲介委員が２２名、調査官は１９名でございました。

その後、グラフにあらわれておりますとおり、２年越しで弁護士の増員を図ってきており

ます。２３年から２４年の前半にかけましては、仲介委員が顕著に増加いたしました。そ

れから、２４年から２５年にかけましては、調査官を集中的に増員することで様々な角度

から仲介委員の業務を支援する体制というものが飛躍的に充実してまいりました。 

  それから、その後、２６年以降でございますけれども、職員数は横ばいで推移をしており

まして、２７年８月現在では、仲介委員は２７９名、調査官は１８３名の体制になってお

ります。 

  続きまして、９ページを御覧ください。これは、もう一つのセンターの取り組んでおりま

す柱であります審理の工夫ということの内容を紹介させていただいたページでございます。 

  まず一つは、資料の上段にまとめました、審理簡素化の工夫ということでございます。一

刻も早く紛争を解決し、被災者の救済に努めるという目標のもと、センターが裁判外の手

続であるという特徴を存分に生かし、センターでは審理の簡素化の工夫を実施してまいり

ました。具体的には、訴訟のような厳格な手続は実施しない。それから、書面審理のみに

よる和解提案を活用し、口頭審理等を開催する場合であっても、目的を明確にし、少数回

の開催にとどめる。あるいはテレビ会議や電話会議も活用して、東京事務所での実施に口

頭審理はする。あるいは書面等資料等の乏しい事案、これは第一次産業の事業者の方、あ

るいは個人の方が多いのでございますけれども、そういった方につきましては、御本人か
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らの陳述等を積極的に認定し、経験則を多用しながら常識的な事実認定に努める。あるい

は損害額の算定につきましては、合理的な概算をもってそれで足りるとした扱いをする。

あるいは資料の提出要求については、厳選をして採用するといった早期和解提案を実現す

るための工夫を様々実行してまいりました。 

  また、センターの総括委員会におかれましては、２４年度に総括基準なるものを１４本公

表しておりますが、これも審理の迅速化に大きく役立っております。中間指針等を仲介委

員が適用するに当たりまして、多くの申立てに共通すると思われる問題点につきまして、

総括委員会が一定の基準を示したものでありまして、こういった基準も参照していただく

ことにより、審理をより迅速に行ってきたということが言えるかと思います。 

  こういったこともありまして、２６年の実績では、和解成立の事案を見てみますと、申立

てからほぼ平均６カ月で解決ということになっております。 

  続きまして、１０ページ目を御覧ください。１０ページ目は、和解仲介の結果を示しまし

た和解仲介の状況を説明したページでございます。 

  グラフの大部分を占めている青い部分、これが和解が成立して終わったという件数でござ

います。黄色の部分は打切り、薄い青色部分が取下げの事件数を示しております。 

  ２６年の状況をお示ししておりますけれども、ほぼ大多数、８割強で和解が成立している

ということが見ていただけるかと思います。 

  続きまして、１１ページを御覧ください。これは和解仲介手続ということからしますと周

辺的なことになろうかと思いますけれども、広報活動についての御紹介でございます。 

  センターでは、今まで御説明をしてきました仲介手続そのものだけではなく、福島事務所

を中心にセンターの存在と活動を周知する広報活動も展開しております。紛争解決を必要

としておられる被災者の方への支援の促進に取り組んでまいりました。 

  具体的な活動内容は、１１ページに書かれてありますとおりでございまして、説明会、和

解事例の公表・配布、あるいはパンフレット、ポスターでの周知といったことを行ってき

ております。 

  最後に１２ページを御覧ください。センターを巡る主な経緯についてまとめさせていただ

いたものでございます。 

  ２３年にセンターが設立され、それから人員を整え、和解仲介手続の開始ということにな

りました。 

  平成２４年度には、先ほど審理の迅速化のところでも御紹介しましたとおり、この年度の
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前半に申立件数が急増したということもありまして、仲介委員、調査官といった方々の増

員とともに、総括委員会が総括基準を決定してきたということは既に御説明をさせていた

だいたとおりでございまして、体制整備が急速に進んだ時期でございました。 

  ２５年度になりますと、事故から２年以上経ったということで、一応体制整備は一段落し

ております。 

  ２６年度は、これも御案内しているとおりでございますが、集団申立が目立ってきたとい

うことは申し上げたとおりでございます。 

  甚だ駆け足ではございますが、以上、原子力損害賠償紛争解決センターの活動状況につき

まして御報告を申し上げました。今後、委員各位におかれましては、紛争解決手続につい

ての御議論もされるかと思いますけれども、当センターでの今までの歩み等も是非御参考

にしていただければと思います。 

  私のほうからの御報告は以上でございます。ありがとうございました。 

（川合参事官）すみません、事務局の川合と申します。 

  資料３－６に基づきまして、原賠・廃炉支援機構について御説明します。残り時間が非常

に少ないので、ごくごく簡単に御説明いたします。 

  １枚おめくりいただきまして１ページ目でございますが、４月に政府に原子力発電所事故

経済被害対応チーム、これはより正確に言いますと、そのときは対応本部と呼んでおりま

して、５月９日に対応チームというふうに名称が変わっております。「支援の枠組み」と

いうのをつくりまして、それで、それを６月に閣議決定して機構法の案ができました。国

会に提出されて成立して、機構ができて、それで、５月にできました東電の経営・財務調

査委員会、この取りまとめも参考にしながら緊急特別事業計画というのが１１月にできま

した。その後、やはり東電の財務基盤の強化が必要だということになりまして、２４年５

月の総合特別事業計画で、機構による株式の引受け、これは機構法で株式の引受けができ

ることになっておりまして、それで１兆円、これで議決権の５０．１％、潜在的には３分

の２超の議決権を機構が得るということになりまして、その後、２年前になりますけど、

平成２５年に、これは前回の資料にも載せておりますけれども、「原子力災害からの福島

復興の加速に向けて」ということで、国と東電の役割分担について修正が図られておりま

す。その後、機構に廃炉等支援業務の追加が行われます。それが平成２６年でございます。

それで名称も変わっております。 

  今日は時間がございませんので、３ページだけ御説明したいと思います。 
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  これは、機構法の枠組みがどういう考え方に基づいてできたのかということを説明してお

ります。 

  真ん中のあたりの「支援の枠組み」についての概要というところを御覧いただければと思

います。 

  目的が三つございます。一つが、迅速かつ適切な損害賠償のための万全の措置、２番目が

事故の安定化、事故処理、３番目が国民生活に不可欠な電力の安定供給、この三つが目的

となっていまして、これは実は裏返しますと、東電を経営破綻させてしまうと、この三つ

が達成できない。そういうことで、具体的な支援の仕組みの３番目にございますけれども、

「機構による、原子力事業者に対する援助には上限を設けず、原子力事業者を債務超過に

させない」と、そういう基本的な考え方を示しております。これは、実際、損害賠償債務

というのは、他の債務、例えば東電の電力債等ある中で、そういうものが削減されてしま

うという問題ですとか、実際、債権債務を確定させるためには非常な時間を要してしまう

とか、あと事故処理でいいますと、事故処理に当たっている関連事業者の取引債権の履行

が困難になってしまう、そういう問題があって、東電を経営破綻させることはできないと

いう考え方に基づいてこの「支援の枠組み」というのができております。 

  この枠組みの中身を説明する時間が今日はないので、１点だけ、７番目にあります「原子

力事業者は、毎年の事業収益等を踏まえて設定される特別な負担金の支払を行う」とあり

ますけど、これはちょっと要約し過ぎてしまいまして、その下の４ページの本文を読んで

いただければ分かるんですけれども、これは機構から援助を受けた原子力事業者、この福

島の事故について言いますと、東京電力は特別な負担金を払うという意味ですので、すみ

ません、資料の言葉が不足しておりますので補足させていただきます。 

  それと、一番下に附帯決議というのがありまして、これは機構法ができたときに、この具

体的な支援の枠組みというものは、「その役割を負えたものと認識し、政府その見直しを

行うこと」という立法府の意思が示されているということを付言させていただきます。 

  すみません、今日は時間がありませんので、ここまで御説明させていただければと思いま

す。 

（濱田部会長）ありがとうございました。今日は特に現地からの御報告をできるだけ細かくお

伺いしたいと思ってそちらに時間をとりましたので、あとは駆け足になってしまいました

が、あと若干だけ時間ございますので、一、二、御質問等ございましたら、手短にいただ

ければと思いますが。 
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  まず、清水先生。 

（清水委員）支援機構法の説明をいただいたわけですけれども、責任とか責務ということが大

分ここでは議論になりそうですので、支援機構法の２条の国の関わり方というのはどうい

う関わり方であるかということを１点だけ御説明いただければと思います。 

  それから、ちょっと次回からフリートーキングということですので、併せて事務局にお願

いしておきたいんですけれども、全体として原賠法と支援機構法と、あるいは特措法とか、

原災法もありますけれども、国との関わり方について、今日もいろいろ議論が錯綜してい

るんですけど、それぞれがどういう意味での責任を、いかなる根拠において負うのか、あ

るいはその内容は何か、一表ぐらいに分かりやすく説明していただくと、余り議論の混乱

がなくて済むのかなと思います。 

  それが２点目で、３点目は、せっかく商工会議所の方がいらしたので、１点だけお聞きし

たいんですけれども。つまり、発災をしてから、それから審査会ができて、審査会の中間

指針が出るまでに大体５カ月ぐらいの時間がありますよね。そうすると、審査会では被害

の状況の把握とか、それが一体いかなるものか、そこでいかなる賠償指針を出すかという

のにそれだけの時間を要したわけですけれども、今伺っているところを見ると初期の対応

として事業者の方は資金繰りの問題があって仮払いの問題がありました。支援機構法と同

じごろに仮払い法が野党の共同提案で成立した訳ですが、これが実際上どの程度機能した

という実感をお持ちなのか、そこだけ教えてください。東電の仮払いとは別の国による仮

払いです。 

（濱田部会長）それでは、まず商工会議所のほうから。 

（山本事務局長）原町商工会議所で事務局長を務めております、山本と申します。 

  ただいまの仮払いがどの程度機能したのかというお尋ねでございますが、当初２５０万円

を上限とする金額が、東電からの補償内容でございました。手続についてもどうすればい

いか分からないという状況ではありましたが、やはりいち早く国の施策として、当座の資

金ということで、制度として「仮払い」を設けていただいたことは、実感として非常に助

かった事例だと思います。ただ、地元企業に対する「広報」という点については、明確な

周知が欠けておりましたので、「仮払制度」のことを全然知らないで３カ月も４カ月も過

ぎていたという方も中にはいらっしゃいましたが、当座の資金ということでは大変助かり

ました。 

（濱田部会長）事務局のほうからは何か。 
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（大島参事官）また、次回以降に。 

（濱田部会長）分かりました。 

  はい、どうぞ。 

（住田委員）今回の農業と商工業の方々の窓口の、いわば集約化、一本化していただいた上で、

明確できめ細かい対応をしていただけたこと、非常にありがたく思っております。しか

しながら、うまくいかずにＡＤＲに移った、あるいは司法手続に移ったという割合や内

容がどのくらいあるのか教えていただきたいです。このような実績を元に、今後行政側

としてもある程度窓口がまとめられるのであれば、あらかじめ情報を収集してマップの

ようなものをつくっておき、最終的に避難計画やまた復興計画に生かされるのではない

かなという気がいたしました。今回、非常に御努力いただいた結果が大きいと思います

ゆえに、逆にそこでまとまらなかったものの比率やその内容をお尋ねいたします。なお、

ご回答は今日でなくても結構です。 

（馬場参事）ＡＤＲに持っていったものの代表は、指針の中で風評被害の範囲として認められ

なかった県の農産物です。隣の県といいますか、そこは東電との協議が難しいだろうとい

うことでＡＤＲのほうに持っていきまして和解したという農産物が一部ございました。基

本的には指針の範囲内といいますか、それだと東電はまず賠償することは前提で、その具

体的な基準のところは農水省と協議しながらつくっておりますので、東電の和解もはやい

はずということでやったんですけど、ただ、指針に入っていないものについては、これは

東電との協議に時間がかかるということにならざるを得ず、県協議会としてＡＤＲのほう

に持っていって和解した事例があります。 

（渡邉部長）福島の場合、協議会の関係団体では、２ＪＡが直接ＡＤＲに申立てしております。

それ以外で把握しておりますのは、先ほどの資料３－３の３ページ目にあります１件だけ

でございます。 

（濱田部会長）では、手短にお願いします。 

（大塚委員）すみません、ＡＤＲについて一つお伺いしておきたいんですけれども、集団申立

が最近増えてきているということで、これが重要な課題になってくると思いますが、現在

まで何件ぐらい出ていて、それに関してはまだ割と最近なので和解案提示までいっている

ものはないということでしょうか、そこをお伺いしたいと思います。 

  それから、先ほどの私の発言は、法人の精神的損害だけの話をしたので、農業者のような

個人の方が精神的損害の賠償を受けるのは当然だと思っておりますので、念のため申し上
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げておきます。 

（濱田部会長）今、あれですかね、もしあれでしたら後でデータをもらうということで。では、

次回以降にデータをいただければと思います。 

  では、すみません、これで最後ということで、手短にお願いします。 

（伊藤委員）すみません、本当に１点だけです。 

  ＡＤＲに申立てしている状況なんですけれども、年々減ってはいない、横ばい状況で減少

の兆しが見えない。時が経つにつれてその内容というのも変わってきていると思うんです

けれども、具体的にどんなことが増えてきて、あるいはどんなことが減ってきているかと

いう、そういう内容をもし教えていただければと、次回以降でも構わないので、よろしく

お願いします。 

（濱田部会長）今、何かお答え……ありがとうございます。それでは、恐縮ですが、次回以降

ということでこれもお願いいたします。 

  すみません、私の進行の不手際で大変後が押してしまいましたが、特にＡＤＲセンターの

活動状況、それから原賠・支援機構法そのものについても、これからの議論の中で逐次消

化をいただく必要があるかと思いますので、何でも御質問等ございましたら、事務局のほ

うに頂戴できればと思います。 

  それで、これまで３回にわたって審議をいただきました。我が国の原子力損害賠償制度の

法体系、あるいは諸外国の制度の状況、それから、今回の事故について、事故への対応、

損害賠償に対する考え方・対応といったこと、それから政府が具体的にどういうことを行

ってきたか、そしてまた福島県、日本商工会議所、あるいはＪＡ全中等のお考えあるいは

状況の御説明ということをいただいてまいりました。冒頭申し上げましたように、全国漁

業協同組合連合会からの御説明は残っておりますけれども、これまで委員の方々からヒア

リングを通じて様々な御質問、御意見をいただいてきております。そこで、そろそろ次回

会合からは、原子力損害賠償制度の見直しに係る様々な課題について検討を進めていくと

いうことで、これまでいただいた御意見等を事務局のほうで整理をいただければというふ

うに思っております。それから、その整理に当たって、これまでの３回の審議内容につき

まして更に御意見等ございましたら、委員の皆様方から事務局に送っていただければ併せ

て整理をさせていただくと、そういうことにしたいと思っておりますので、是非追加のも

のございましたら御意見をいただければと思っております。そのようなことで今後進めさ

せていただければと思っておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。 



－37－ 

（辰巳委員）一言いいですか。 

（濱田部会長）はい、どうぞ。 

（辰巳委員）すみません、やはり事故に遭われた方々の中には、もちろん今のように事業者の

方々の団体でまとめられる意見というのはいっぱいあると思うんですけれども、普通に暮

らしている、そういうところに所属できない人たちの声というのは何か拾えているんでし

ょうか。そういうのも何か今後、漁連というお話もありましたけれども、もし伺えること

ができるのであれば、御検討いただきたいという、そういうふうに思っておりますが。 

（濱田部会長）分かりました。ありがとうございます。 

  他に何かございますか。 

  それでは、事務局のほうから次回の進め方についてお願いします。 

（大島参事官）ありがとうございます。次回につきまして、全国漁業協同組合連合会からのヒ

アリングが残っておりますので、それについてさせていただきます。また、本日申し訳あ

りませんでした、時間が少し限られてしまいましたので、支援機構について細かめの議論

をしていただくために時間を設けたいと思います。また、今、部会長のほうから御指示あ

りましたので、これまでの３回にわたる会合での御意見、また宿題事項も出ておりますの

で、それらについて少し整理をさせていただいて、また御議論に活用していただければと

いうふうに思ってございます。 

  なお、次回会合の日時、場所につきましては、改めて御連絡させていただきたいと思いま

す。また、本日、資料が大部にわたっておりますので、御希望がございましたら、委員の

皆様方のほうに郵送させていただきますので、席上にそのまま残しておいていただければ

と思います。 

  以上でございます。 

（濱田部会長）では、そのようなことで次回以降よろしくお願いいたします。 

  本日はどうもありがとうございました。 


